
計画の体系及び主な事業の内容 
《 計画の体系 》 

大項目 小項目 事業名 

1 
計画の改定等
と推進 

(1) 計画の改定等と推進 

①「健康福祉総合計画 2022 第２次改定」の推進 
② 第二期障がい者（児）計画（障がい者計画・障がい福祉計画

（第６期））・障がい児福祉計画（第２期））」の推進と次期
計画の策定 

2 
障がい者を支
える環境づく
り 

(1) 障がい者の権利保障 
① 障がい者差別解消の取り組み 
② 障がい者虐待防止の取り組み 
③ 権利擁護センターみたかの運営の充実 

(2)「コミュニティ創生」による「共
に生きる」地域づくり 

① 地域ケアネットワーク推進事業の充実と発展 
② 災害時避難行動要支援者支援事業の推進 
③ 在宅人工呼吸器使用者のための災害時個別支援計画の作成 
④ 避難所運営体制の強化 

(3) バリアフリーのまちづくり 

① バリアフリーのまちづくりの推進 
② 心のバリアフリーの推進 
③ 市ホームページのウェブアクセシビリティの向上 
④ ソーシャルメディアやスマートフォン等の普及を踏まえた情

報提供のあり方の検討 
⑤ 広報・啓発活動の充実 
⑥ 地域住民の理解促進 

3 
相談機能の充
実と障がい者
の視点に立っ
た支援体制の
確立 

(1) わかりやすい情報提供 
① わかりやすい情報提供の充実 
② ライフステージに切れ目なく支援をつないでいく体制の整備 
③「障がい者のためのしおり」のさらなる充実と活用 

(2) 相談機能の充実 
① 基幹相談支援センターの円滑な運営と充実 
② 障がい者ケアマネジメント体制の推進 
③ 誰もがアクセスできる・アクセスしやすい相談窓口の充実 

(3) 福祉サービス利用者等への支援 

① 福祉サービス利用援助事業の推進 
② 適切な福祉サービス利用と利用者ニーズの把握に向けたモニ

タリングの推進 
③ 福祉サービス未利用者への対応強化 

4 
社会参加と交
流の推進 

(1) 障がい者の社会参加の促進 

① 障がい者のスポーツ機会の充実 
② 社会参加の条件整備 
③ 利用しやすい移動手段の確保 
④ コミュニケーション支援の充実 
⑤ 文化芸術活動の推進 

(2) 障がい者の就労の推進 

① 障がい者の一般就労の推進 
② 雇用側への積極的な働きかけ 
③ 福祉的就労の充実 
④ 就労後の支援の充実と生活支援を含めた関係機関の連携 
⑤ 市における就労体験の機会充実 

(3) 交流の推進 
① 支え合う意識づくり 
② 福祉教育の推進 
③ 図書館利用における障がい者への支援 
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大項目 小項目 事業名 

5 
地域における
自立生活の支
援 

(1) 障害者総合支援法の適切な運営 
① 自立支援給付事業の適切な実施と地域生活支援事業の推進 
② 障がい者等に関する調査の実施 

(2) 障がい者の自立生活支援 

① 北野ハピネスセンターの効果的な運営 
② 地域生活支援拠点の機能の充実 
③ 家族支援の充実 
④ 発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病患者等に対する支援 
⑤ 障がい者の自立生活支援に向けた地域移行の推進 
⑥ 地域定着支援の充実 
⑦ 障がい者入居支援・居住継続支援事業の推進 
⑧ 精神障がい者施策の充実 
⑨ 高齢障がい者への支援 

(3) 障がい児の生活支援 

① 発達障がい児等の支援体制の充実 
②「育てにくさ」への支援 
③ 子ども発達支援センターの機能の充実 
④ 障がい児等の療育支援の充実 
⑤ 障がい児福祉サービス等の充実 
⑥ 重症心身障がい児対象の児童発達支援等の充実 
⑦ 医療的ケア児への支援体制の充実 
⑧ 障がい児・医療的ケア児の保育環境の整備 
⑨ 障がい児等に対する子育て支援施設等の保育力向上 

6 
自立支援のた
めの基盤整備
とサービスの
質の確保 

(1) 施設整備の推進 
① 福祉センター・総合保健センター等の集約による機能の充実 
② 障がい者福祉施設の整備 

(2) 障がい者福祉施設の充実 
① 障がい者グループホームの設置の支援 
② 民間障がい者施設への支援 

(3) サービスの質と人財の確保 

① 障がい者を地域で支える担い手の確保 
② 第三者評価事業の推進と支援 
③ 社会福祉法人に対する指導監査の充実 
④ 障害福祉サービス事業者等に対する指導検査の充実 
⑤ 居住系サービスを中心とした事業者連携体制の構築 
⑥ 感染症に対する備え 

7 
推進体制の整
備 

(1) 計画の推進体制 
① 障がい者地域自立支援協議会の運営の充実 
② 関連個別計画との連携・整合 

(2) 関係機関等との連携 
① 保健・医療・福祉・教育等の縦横連携の強化 
② 福祉総合案内の充実 
③ 関係団体等との連携による施策の充実 

 


